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はじめに
1990年代以降､ ｢子育て支援｣ という言葉が､ 日本政府内
外で用いられるようになって久しい｡ その後2000年代に入り､
ますます少子化の危機感と社会不安が高まるにつれて､ 政府
による新たな少子化対策､ 子育て支援策がつぎつぎと打ち出
されている｡ たとえば2002年には先の新エンゼルプランをさ
らに見直した少子化対策プラスワン (１) が策定されたり､
2003年７月には､ 少子化社会対策基本法と次世代育成支援対
策推進法が公布されたりしている (２)｡
こうした政府の少子化対策の活性化に伴い､ 子育て支援に
関する研究も､ 近年､ 急速に増加している｡ そしてこれらの
一連の研究は､ 施策のさまざまな取り組みに比例して､ 多種
多様性に富んだものになっている｡
たとえば､ ｢子育て支援｣ をテーマに含む論文の中でも､
中野 (３) は､ 親子の関係性との関わりから子育支援を考察し
ている｡ また､ 子育て支援の施設を拠点として､ その機能や
役割､ 親との関わりについての研究も多くあり､ 筆者は､ 地
域子育て支援センターを拠点して､ その役割とシステムの関
係から実証的に分析を行っている (４)｡
また､ 子育て支援とネットワークの視点から分析しようと
する試みもあり､ 久保 (５) は､ 個人の視点からネットワーク
を捉え､ 働く母親が個人のネットワークを構成する際､ 親族､
友人らの子育ての援助をどう捉えているのかについて､ その
特徴を調べて分析している｡ こうしたネットワークに関する
研究で大規模なものとしては､ 江口・森ら (６) のように､ 全
国の子育て支援団体をデーターベース化してネットワークの
枠組の中に入れようとするなど､ 全国的な調査を行っている｡
一方､ 児童虐待との関係からの研究もみられ､ 高橋・河野・
岩立ら (７) は､ 子育て支援活動が､ 虐待傾向を持つ母親と子
どもに及ぼす影響について､ 保健福祉センターで行われる子
育てグループに参加している親子との関わりから考察をして
いる｡
このことからも推測されるように､ その研究の領域も社会
学や社会福祉学のみならず､ 教育学､ 心理学に及んでいる｡
また､ 保健､ 医療､ 経済の分野の研究も存在すると思われ､
極めて多様性に富んだものである｡
しかし､ こうした多様な切り口での研究に対して､ それら
を包括して学際的に捉える研究はあまりみられない｡ 八重
樫 (８) の研究では､ 子育て支援の概念整理を試みているが､
それさえも､ 毎年発行されている厚生白書について調べ､ 子
育て支援が歴史的にどのように位置づけられてきたのかにつ
いて考察するにとどまっている｡
子育て支援に関する施策が､ 省庁の枠を越えた国家的な取
り組みであると考えるならば､ それらの研究も各自の専門領
域を越えた､ 多種多様な角度から同一テーマを捉えたりする
必要もあるのではないだろうか｡
逆に言えば､ 子育て支援に関する研究者の多くが､ 自分の
専門領域にこだわりすぎて狭義の視野でしか捉えられず､ 問
題の本質や共通理解が見いだせていないように思われる｡
そこで､ 本研究では､ 近年における子育て支援に関する研
究の動向や概要について､ 多種多様な分野からできるだけ拾
い上げ､ それらの諸研究を総括してた上で､ その概要につい
て分析することによって以下のことを明らかにしたい｡
① 子育て支援に関する研究領域には､ どのようなものがあ
るのか｡ そして､ それぞれの分野における研究者がどのよう
な課題に取り組んでいるのかについて､ 諸研究の動向とその
多様性について検討する｡
② 子育て支援に関する諸研究をどのような枠組みで包括す
ることが可能か検討する｡ その上で､ 研究領域の多様性ゆえ
の課題について提言する｡
以上の２点を考察することによって､ 子育て支援について
の基盤研究の一助とする｡
１. 研究方法
(１) 分析に用いたデータベース
子育て支援に関する研究領域には､ どのようなものがある
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のだろうか｡ 研究論文には､ 大学や研究機関などが発行する
紀要や論文集をはじめとして､ 各種学会で発行される機関誌
や専門的な雑誌の掲載論文､ また､ 大学の紀要に関しても大
学､ 学部､ 学科レベルでの紀要､ 論文集など様々なレベルで
の研究成果の場が想定される｡ また､ 子育て支援の研究分野
は､ 前述のとおりに､ 社会福祉から教育､ 心理､ 経済と広範
囲に及んでいる｡
こうした多種多様な研究論文を､ できるだけ効率的に幅広
く検討するために､ 下記のデータベースを用いて３種類の研
究課題の分析を試みた｡
検索を行った時期は､ 平成15年12月である｡
なお､ その他にも､ 厚生労働科学研究成果データベースや
NACSIS-ELSによる国内の学術雑誌等のデータベースも試
みた｡ しかし､ 前者は､ 掲載されている論文数がまだ少ない
こと､ 後者は､ 掲載されている学会が一部に傾倒しているこ
とから､ 子育て支援の研究の多様性を検討するには不十分と
考え､ 用いないことにした｡
ただ､ 上記の３種類のデータベースもまだ構築途中の不十
分なものであるが､ 現段階では､ 国内において収集可能な学
術研究のデータ量を数多く蓄積したものの一つと考え､ それ
らを用いることにした｡
(２) 分析に用いたキーワード
また､ それぞれのデータベースでの検索において､ 子育て
支援に関連する研究がどのような分野､ 種類に及んでいるの
かを知るために特定のキーワードを設定した｡ 今回用いたキー
ワードは ｢子育て支援｣ と ｢少子化｣ の２つである｡ その他
にも､ ｢育児｣ ｢育児支援｣ ｢子育て｣ ｢家庭支援｣ ｢保育｣ ｢少
子化対策｣ など､ 他の用語を用いての子育て支援の関連研究
も多々みられることが想定された｡ しかし､ さまざまな検索
を試みた結果､ 子育て支援に関する研究領域で最も妥当と思
われる ｢子育て支援｣ という直接的なキーワードを用いた｡
加えて､ 政府の少子化対策や近年の少子化現象に伴って多く
の子育て支援の研究が進められていることから､ その近隣の
研究領域として ｢少子化｣ というキーワードも加えることに
した｡
｢少子化｣ というキーワードは､ ｢子育て支援｣ という言
葉が台頭してくる以前に､ この周辺領域で多く用いられてき
たキーワードであると考えられる｡
ただし､ 後述するように ｢少子化｣ そのものは､ 社会現象
を指すものであり､ その概念は､ 子育て支援を包括する周辺
領域であると考えられる｡ 本研究では､ 歴史的に ｢少子化対
策｣ の概念が変化し､ 子育てしやすい社会の構築として ｢子
育て支援｣ という考えが生まれたと考え､ その関係を示すた
めに補足的に､ この言葉をキーワードとして用いることにし
た｡
以下､ キーワードとして述べる際には､ ｢子育て支援｣､
｢少子化｣ と ｢ ｣ を用いることにする｡
２. 科学研究費補助金採択課題にみられる研
究の概要
(１) 科学研究費補助金採択課題について
子育て支援に関する研究は多分野に及ぶため､ ここでは研
究の分野を問わずに､ どのような観点から研究が進められて
いるのかについて ｢科学研究費補助金採択課題｣ にみられる
研究課題を取り上げ､ 検証した｡
科学研究費は､ 日本の学術を振興するため､ 人文・社会学
から自然科学まであらゆる分野における優れた独創的・先駆
的な研究を格段に発展させることを目的とする研究助成費で
ある｡ この研究助成費によって､ 大学等の研究者又は研究者
グループが自発的に計画する基礎研究のうち､ ピア・レビュー
により学術研究の動向に即して特に重要なものを取り上げ､
研究費の助成をするものである｡
研究種目には､ ｢基盤研究｣ ｢萌芽研究｣ ｢若手研究｣ など
がそれぞれの研究課題に合わせて分類されている｡
ここでは､ こうした科学研究費補助金採択課題となってい
る研究テーマを分析することによって､ 国内でより価値の高
い研究として子育て支援に関する研究がどのような動向と概
要を構成しているのかについて検討していく｡
(２) 調査利用機関
調査にあたっては､ インターネット上のデータベース､ 国立
情報学研究所情報検索サービスNACSIS-IR (以下NACSIS-
IRとする) にアクセスし､ 必要な論文のデータを入手し
た｡
NACSIS-IRは､ 2000年度よりアクセスがより容易になり､
ネットスケープ・ナビゲータやインターネット・エクスプロー
ラなどのブラウザを利用したWWW検索を提供するようなっ
たり､ これにより､ コマンドを覚えなくても簡単にデータベー
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表１－１ 分析に用いた研究課題とデータベース
① ｢科学研究費補助金採択課題｣
概要：国立情報学研究所情報検索サービスNACSIS-IR
の 科 学 研 究 費 補 助 金 採 択 課 題 デ ー タ ベ ー ス
(KAKENK) を用いて検索｡ 収録内容は､ 1996 ～
2003-08-23までの文献314,138件である｡
② ｢学位論文｣
概要：国立情報学研究所情報検索サービスNACSIS-IR
による学位論文索引データベース (GAKUI) を用いて
検索｡ 収録内容は､ 1957～2003-08-19までの文献
258,686件である｡
③ ｢研究紀要等｣
概要：研究紀要ポータルは､ NACSIS-IR学術雑誌目次
速報データベースを機能拡張したもので､ 国内の大学
・研究機関等の刊行する研究紀要などを検索｡
収録内容は､ 収録タイトル数､ 約3,300誌で､ 収録論
文数は 約38万件である｡
スの検索ができるようになっている｡
このNACSIS-IRのデータベースの中でも､ 科学研究費補
助金採択課題データベース (以下科研費採択課題とする) を
用いた｡ このデータベースには､ 1996年から2003年８月23日
までのデータ314,138件が収容されている｡
(３) ｢子育て支援｣ をキーワードとした研究課題
子育て支援に関連する研究がどのような分野､ 種類に及ん
でいるのかを知るために､ 上述のNACSIS-IRを用いてキー
ワードを ｢子育て支援｣ として検索を試みた｡ 検索において
は､ ｢研究課題｣ の中に､ ｢子育て支援｣ をキーワードに含む
ものをすべて抽出した｡ その結果､ 22件が該当した｡
そのうち､ 研究課題が新規なものと継続のものとで同一テー
マの課題がみられたので､ そのうちの新規の課題のみを選択
した結果､ 14件が該当した｡ それぞれの採択年度は下記の通
りである｡
科研費採択課題のデータベースが1996年から収録されてい
ることを考えると､ 子育て支援に関する研究は特に､ 最近の
研究として注目されていることが伺われる｡
代表者の研究機関及び研究分野は下記の通りである｡ 研究
分野においては､ 社会学 (含社会福祉学) が最も多く､ つい
で教育学が多い｡ この２分野が子育て支援の研究分野の中核
をなすものと思われた｡
また､ 研究分野において､ 同一テーマでも､ 新規と継続で
異なる場合があった｡ たとえば､ 新規で社会学(含社会福祉
関係)であったのが､ 継続で教育心理学の分野と変更されて
いるものもある｡ これは､ 子育て支援に関する研究が単に､
一つの分野に収まらないことを示唆していると言えよう｡
次に､ 研究課題において､ どのようなキーワードが多く含
まれているのかについて検討した｡
研究課題の中に､ ｢保育所｣ ｢幼稚園｣ ｢保育者｣ などのキー
ワードが含まれるのは５件と一番多い｡ 幼稚園､ 保育所など
の施設や教職員が子育て支援の中心的存在として研究の題材
となっていることが伺われる｡
その他､ ｢地域｣ が含まれるものは４件､ ｢家族､ 家庭｣
｢子育て支援システム｣ が含まれるものは３件､ ｢子育て支援
センター｣ ｢ネットワーク｣ が含まれるものは２件であった｡
(４) ｢少子化｣ をキーワードとした研究課題
検索においては､ 論文名を ｢少子化｣ を研究課題のキーワー
ドに含むものを抽出した｡ その結果､ 32件が該当した｡ それ
ぞれの採択年度は下記の通りである｡
採択年度については､ 主に新規の年度を扱ったが､ 継続が
初年度に登録され､ 新規の年度が不明なものもみられた｡ 新
規の課題がデータベースに登録されていない可能性があり､
その場合､ 便宜上､ 継続の初年度を採択年度にしている｡ ま
た､ 課題が継続して､ 新たに科研費を採択している場合は､
同一課題とみなした｡
データベースが収録されている1996年当初から､ ｢少子化｣
というキーワードを用いた研究が題材として用いられている
ことが伺われる｡ ｢子育て支援｣ をキーワードに用いた場合
と比較しても､ 若干､ それ以前から多くの研究がなされてい
るようである｡
代表者の研究機関は表２－５の通りである｡ 科研費の特色
からか､ ４年制大学が圧倒的に多く採択されている｡
また､ 研究分野については表２－６の通りである｡ なお､
同一テーマで新規と継続で研究分野が異なるものについては､
新規の研究分野の名称を用いた｡ 加えて､ 研究分野の分類方
法が ｢社会学 (含む社会福祉関係)｣ から ｢社会学｣ へと年
度によって変更された場合､ データベースで分類されたまま
の結果を用いた｡
研究分野においては､ 最も多かったのが､ 社会福祉関係を
含めた社会学の分野８件であり､ 教育学の分野が３件､ 心理
学の分野が４件､ 都市計画・建築計画が４件､ 経済学の分野
が４件､ 看護の分野が３件､ とまちまちであった｡
｢少子化｣ といった研究テーマは､ 社会学を中心として経
済､ 看護､ 住居､ 教育､ 心理とさまざまな分野に及んでおり､
｢子育て支援｣ をキーワードに入れた研究課題よりも､ さら
に多様性に富んでいることが伺われた｡
子育て支援に関する研究の動向と今後の課題
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表２－１ 採択年度 (新規の課題)
合計14件
1999年 2000年 2001年 2002年 2003年
1 2 1 3 7
表２－２ 代表者の研究機関
合計14件
研究所 短期大学 ４年制大学
1 3 10
表２－３ 研究分野
合計14件
教育学 4
社会学 (含社会福祉学) 5
特別支援教育 2
生活科学一般 1
臨床看護学 1
非営利・共同 1
表２－４ 採択年度 (新規の課題)
合計32件
1996年 1997年 1998年 1999年
3 4 2 3
2000年 2001年 2002年 2003年
4 3 6 7
次に､ 研究課題において､ どのようなキーワードが多く含
まれているのかについて検討した｡
研究課題の中に多いキーワードは ｢保育 (園もしくは施設)｣
が４件､ ｢家族｣ が４件､ ｢経済｣ が４件であった｡ また､
｢少子化対策｣ は､ ３件と少ない｡ 少子化対策という用語は､
政府機関ではよく使われるものの､ 支援される側の視点に欠
けるとの見方もある｡ 実際上は､ 子育て支援と少子化対策は
同一概念とみなすことも多く､ 両者をどう捉えたらよいのか
共通理解の必要性が伺われた｡
また､ 最も多かったが ｢高齢 (化)｣ の８件である｡ 特に
昨今の日本社会においては､ 急速な高齢化とそれに追随する
少子化問題が国政の大きな課題である｡
これは現在の子育て支援を考える上でも重要な意味を示唆
している｡ 子育て支援は､ 単なる少子化の問題として捉える
のみではなく､ 高齢化と合わせて両者がともに改善されるよ
うな方向性を施策として見いだすことが大切ではないだろう
か｡ たとえば､ 子育て中の親と子どもへの援助のみではなく､
祖父母と母親との関係や家族全体の支援をサポートするシス
テムを考えたり､ 高齢者の世代を積極的に活用した､ 高齢者
によるベビーシッター制度の運用などである｡
このように､ 少子化・高齢化の両者を切り離して考えるよ
りも､ 現実的な打開策を見いだすためには､ 同一テーマの問
題として包括的に捉える方が合理的な考えるのではないだろ
うか｡ 従って､ 子育て支援に関する研究も､ 高齢化への問題
も視野に入れて検討する余地があると思われる｡
３. 学位論文にみられる研究の概要
(１) 学位論文について
各国立､ 公立､ 私立大学の博士課程において認められる博
士学位論文の研究課題を検討した｡ ただし､ 社会福祉系の大
学院の少ないことやこの分野における研究者の多くが､ 短期
大学や専門学校の教員であるため､ 子育て支援に関する研究
総数そのものが少ないのではないかと推測された｡ しかし､
国内の研究としては､ 学術的に価値の高い論文であるため､
あえて今回の調査対象とした｡
(２) 調査利用機関
研究の動向を調べるにあたっては､ 引き続きNACSIS-IR
を用いた｡ その中でも､ 学位論文検索データベース
(GAKUI) は､ 1957年～2003年８月までの文献258,686件が
収録されている｡ このデータベースでは､ 日本の国公私立大
学等で授与された博士号の学位論文について､ 標題､ 著者名､
学位の種類等を収録したデータベースであり､ 博士課程を持
つ大学等のほとんどを網羅している｡
(３) ｢子育て支援｣ ｢少子化｣ 及び ｢子育て｣ をキーワー
ドとした研究課題
上記データベースを用いて標題について､ ｢子育て支援｣
及び ｢少子化｣ というキーワードで検索を行った｡ 該当件数
が少ないのでさらに､ ｢子育て｣ のキーワードも加えた｡
その結果､ 順に０件､ ３件､ ６件が該当した｡ 該当件数が
ごく少ないので論文のテーマ等からはその動向を示唆するこ
とは難しい｡ しかし､ 昨今､ あれほど取り上げられている
｢子育て支援｣ というキーワードが､ 現在､ 学位論文のテー
マに含まれては存在しないこと｡ 社会学の論文はみられても､
社会福祉学の領域からの学位論文がみられないことが伺われ
た｡
そもそも子育て支援に関する研究の多くは､ 短大や福祉・
保育系の養成校などで現実的､ 実践的な研究を重視した研究
者が多い｡ また､ 子育て支援に関する研究が､ 昨今､ 次々と
政府が打ち出す子育て支援､ 少子化対策の中で､ ブーム的に
取り込まれている点が気がかりである｡
その中には､ 子育て支援とは何かを問うものや､ また子育
て支援を自分なりに概念化した上で､ 自らの研究をこの領域
の学問体系の中に､ 丁寧に位置づけるための基礎的な研究が
不足しているのではないだろうか｡
４. 研究紀要等にみられる研究の概要
(１) 研究紀要等について
研究者全般において､ 広く子育て支援に関してどのような
研究がなされていいるのかについて検討を行うめに､ 研究紀
要やセンターなどの掲載論文を用いた｡ 研究紀要は大学など
の研究者が､ 研究発表する場としては､ 最もポピュラーなも
のである｡ ただ､ その反面､ 各大学間で学術的な価値に差が
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表２－５ 代表者の研究機関
合計32件
研究所 短期大学 ４年制大学 その他
4 1 26 1
表２－６ 研究分野
合計32件
家政学(家政学一般) 2
社会学 2
心理 1
文化人類学(含む民族学・民俗学) 1
土木材料・施工・建築マネジメント 1
都市計画・建築計画 4
経済理論 3
社会学(含社会福祉関係) 6
教育・社会系心理学 3
教育学 3
臨床看護学 1
基礎・地域看護学 1
看護学 1
経済政策(含む経済事情) 1
その他(特定領域研究) 1
あったり､ 発行機関が大学､ 学部､ 学科､ 教室等と多種多様
である｡ ここでは､ こうした多くの研究紀要を検討すること
によって､ 裾野の広がりをもつさまざまな子育て支援の研究
について検討したい｡
(２) 調査利用機関
調査においては､ 国立情報学研究所のNACSIS-IR学術雑
誌目次速報データベースを機能拡張した ｢研究紀要ポータル｣
を利用した｡ ｢研究紀要ポータルは｣ 国内の大学・研究機関
等の刊行する研究紀要の文献情報の検索・表示や､ 研究紀要
の論文本文や抄録の情報がデータベースとして収録されてい
る｡
収録内容(平成15年３月現在)は､ 収録タイトル数は約3,300
誌であり､ 収録論文数は約38万件である｡ また､ 機関種別は､
｢国立大学・公立大学・私立大学・短期大学・高等専門学校・
その他の機関 (学会, 研究所など)｣ である｡
(３) ｢子育て支援｣ をキーワードとした研究課題
子育て支援に関連する研究がどのような分野､ 種類に及ん
でいるのかを知るために､ 上述の ｢研究紀要ポータル｣ を用
いて直接的なキーワードの ｢子育て支援｣ ｢少子化｣ を含む
テーマの検索を試みた｡
まず､ 検索において､ 論文名を ｢子育て支援｣ をキーワー
ドに含むものを抽出した｡ その結果､ 59件が該当した｡ 論文
の発行年は､ 表４－１の通りである｡ 論文の特に多い1998年
は､ その年度の厚生白書において､ ｢少子社会を考える｣ を
テーマに取り上げた年であり､ 2001年においては､ 前年､ ミ
レニアムベイビーなどの影響で､ 一時回復のきざしをみせた
合計特殊出生率が再び､ 減少へと向かう危惧を抱いた年であっ
た｡
また､ 掲載紙の種類は､ 表４－２のように大学の紀要を中
心に､ 学部､ 学科､ 教室等の紀要､ 研究センターの研究報告､
学会誌など多種多様である｡ 子育てに関する研究紀要は､ さ
まざまなレベルで研究されていることが伺われた｡
次に､ 研究課題において､ どのようなキーワードが多く含
まれているのかについて検討した｡
論文の中で､ 使われている主なキーワードとしては､ 以下
のものが挙げられる｡
まず､ 最も多かったは ｢保育｣ のキーワードで16件であっ
た｡ ｢保育所｣ ｢保育者｣ など保育所を取り巻く子育て支援の
研究が盛んに行われていることが伺われる｡ 一方で､ ｢幼稚
園｣ のキーワードは､ ５件である｡ ｢子育て支援にみる幼稚
園教育の課題｣ などのように､ 今後の幼稚園における子育て
支援の必要性を提示した研究がみられる｡ また､ ｢親｣ をキー
ワードとしたものは12件と二番目に多い｡ このキーワードを
用いた研究には､ ｢子育て相談にみる母親の心理と子育て支
援について｣ などのように心理学的な領域からのアプローチ
が多く見られている｡
その他 ｢地域｣ ｢市｣ などの特定の地域に限定した研究も
多い｡ ｢子育て支援｣ そのものが､ 地域との関わりが強く求
められ､ ｢実践・実態｣ を重視したものであることが推測さ
れる｡
(４) ｢少子化｣ をキーワードとした研究課題
検索において､ 論文名を ｢少子化｣ をキーワードに含むも
のを抽出した｡ その結果､ 44件が該当した｡ 論文の発行年は､
表４－４の通りである｡
｢研究紀要ポータル｣ の収容論文にもよるが､ ｢子育て支
援｣ と比べて比較的早くから取り組みが行われている｡
また､ 掲載紙の種類は､ 表４－５の通りである｡ 大学の紀
要､ 学会誌､ 雑誌等が多く､ ｢子育て支援｣ の研究と比べて､
短大紀要が少ないのが特徴である｡
子育て支援に関する研究の動向と今後の課題
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表４－１ 論文発行年
合計59件
1995年 1996年 1997年 1998年 1999年
1 3 7 10 6
2000年 2001年 2002年 2003年
6 14 5 7
表４－２ 掲載誌の種類
合計59件
大学紀要
(学部等含)
短大紀要
(学部等含)
センター
・研究所等
学 会 誌
雑誌等・
その他
19 16 9 7 8
表４－３ 論文に使用された主なキーワード
保育(保育所､ 保育者など) 16
親(母親､ 親子など) 12
実践・実態 11
地域 9
市(Ａ市､ 都市など) 8
幼稚園 5
相談(育児､ 子育て相談など) 4
家庭・家族 3
ネットワーク 3
次に､ 研究課題において､ どのようなキーワードが多く含ま
れているのかについて､ 検討した｡
論文の中で､ 使われている主なキーワードは以下の通りで
ある｡
まず､ 最も多かったは ｢社会｣ のキーワードで11件であっ
た｡ その他 ｢政策・施策｣ ｢高齢｣ などが多く使われている｡
発行機関などを見ても､ 人口問題研究所や経済､ 社会学の
学会等などが多く､ ｢子育て支援｣ の研究のように保育､ 教
育の分野ではなく､ 社会学､ 経済学の分野から少子化を捉え
ていることが伺われる｡
逆に､ ｢少子化対策｣ は２件､ ｢幼稚園｣ は１件､ ｢地域｣
｢市｣ ｢保育｣ などのキーワードは０件であった｡ ｢子育て支
援｣ の研究の中心テーマである ｢保育｣ 問題については､
｢少子化｣ をキーワードにした研究では､ 少なくともテーマ
の中には含まれていない｡ ｢少子化｣ という現象は ｢保育｣
の中では､ 問題や課題として直接意識づけられるものではな
いことが､ テーマとして提示されない理由であろうか｡
少なくとも ｢少子化｣ というキーワードにおける研究は､
その多くが ｢子育て支援｣ とは､ 相異なる興味・関心を持つ
ものと推測される｡
５. 国内における子育て支援の歴史的経緯
本調査では､ データベースの関係上､ 80年代の研究の動向
は推測できないが､ それでも近年の子育て支援に間する研究
テーマの動向は､ 政府のプランや施策を反映していることが
伺える｡
そこで､ ここでは､ 国内における子育て支援に関する施策の
歴史的経緯について概観し､ 後述の総括につなげるものとする｡
少子化に対する危機感が指摘されはじめたのは､ それほど
古くはなく1989年の合特殊出生率が､ 1966年のいわゆる ｢ひ
のえうま｣ の合計特殊出生率1.58を下回り､ 過去最低の1.57
を示したことに起因する｡ いわゆる ｢1.57ショック｣ と呼ば
れるものである｡
その後､ 政府内外で､ さまざまな少子化対策の議論が展開
され､ それらを集約する形で政府の対応策として､ 1994年12
月に ｢今後の子育て支援のための施策の基本的方向について
(エンゼルプラン)｣ が策定され､ このプランをきっかけに現
在に至るまで､ さまざま子育て支援策が行われるに至ってい
る｡ しかし､ このプランは､ 同年12月ほぼ同時に示された
｢当面の緊急保育対策等を推進するための基本的考え方 (緊
急保育対策等５カ年事業)｣ によって具体化されたが､ その
多くは保育問題に対する施策であり､ その中には､ 企業や専
業主婦への対策といった視点は少なかった｡
その結果､ その後も少子化に歯止めがかからず､ その施策
の軌道修正を迫られることになる｡
大きな転換点は､ 1998年～1999年であり､ 1998年には､ 厚
生白書において ｢少子社会を考える：子供を産み育てること
に 『夢』 を持てる社会を｣ と題して､ 保育施策だけでなく､
地域の子育て支援や子育て相談について取り上げている｡
さらには､ 同年､ 児童福祉法が改正され､ 保育所の利用が
措置から選択へと移行したり､ 翌年には､ 新エンゼルプラン
が策定され新たな目標値が設定され､ 特に働く女性を念頭に
おいて､ ①保育サービスの充実と②仕事と子育ての両立支援
を中心とした対策を展開している｡
そして､ さらなる転換点として､ 2002年には､ 厚生労働省
が ｢子育て支援元年｣ と位置づけているように､ もう一段階
のステップとして､ 少子化対策プラスワンが打ち出された｡
そこでは､ 子育てと仕事の両立支援が中心だった従来の対策
に加えて､ 子育てをする家庭の視点から見た場合､ より全体
として均衡のとれた取組みを着実に進めていくことが必要と
の考えから ｢①男性を含めた働き方の見直し ②地域におけ
る子育て支援 ③社会保障における次世代支援 ④子どもの
社会性の向上や自立の促進｣ という４つの柱を見直しの観点
として取り上げている｡ 特に父親である男性や専業主婦など
へも目を向けているのが特徴である｡
そして､ 新しい今後の展開としては､ 2003年7月に出され
た次世代育成支援対策推進法にみられるように､ ｢少子化対
策｣ から ｢次世代育成｣ へと新たな施策を行っている｡ そこ
では次世代の子どもの育ちを支援することや父親の働き方の
見直しなど､ 今まで取り組むことが困難であった領域にも踏
み込んだ施策を行おうとしている｡
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表４－４ 論文発行年
合計44件
1992 1993 1994 1995 1996 1997
1 2 4 0 1 5
1998 1999 2000 2001 2002 2003
6 4 10 3 7 1
表４－５ 掲載誌の種類
合計44件
大学紀要
(学部等含)
短大紀要
(学部等含)
センター
・研究所等
学 会 誌
雑誌等・
その他
11 1 9 12 11
表４－６ 論文に使用された主なキーワード
社会 11
政策・施策 7
高齢 7
家族・家庭 5
労働 5
経済 4
子育て 4
コスト 2
少子化対策 2
６. 総 括
(１) まとめ
今まで､ 子育て支援に関する研究について､ キーワードに
よる検索結果と歴史的な視野をもとに考察してきた｡
その結果､ 子育て支援に関する研究は､ 多様性をおびつつ､
歴史的な変遷を経て今日に至っていることが推測された｡
以上の結果を踏まえて､ 子育て支援に関する研究について
まとめると､ 次のようになる｡
① 科研費採択課題を用いた結果では､ ｢子育て支援｣ に関
する研究は､ 社会学や教育の分野を中心にまとまりをもちつ
つも､ 多様な分野で研究がなされている｡ また､ ｢少子化｣
に関する研究は､ 社会学の分野が最も多いが､ その他は､ 教
育､ 心理､ 経済､ 看護などの ｢子育て支援｣ に関する研究よ
りも､ さらに広がりをもっている｡
② 学位論文を用いた結果では､ ｢子育て支援｣ に関する研
究は皆無であり､ 実証的な研究以外にも､ 今後､ 学術的に価
値のある基礎的､ 概念的な子育て支援の研究が多く出ること
が望まれる｡
③ 研究紀要等を用いた研究では､ ｢子育て支援｣ に関する
研究は､ ｢少子化｣ に関する研究よりも新しい研究であり､
その研究は､ 政府の施策や社会状況の影響を受けて変動する
可能性があると示唆された｡ また､ キーワードにおいては､
保育者､ 保育所など ｢保育｣ を用いた研究が最も多く､ つい
で ｢親｣ とあるように保育分野での実証的な研究が多いこと
が推測される｡
また､ ｢少子化｣ に関する研究は､ ｢社会｣ や ｢政策・施策｣
｢高齢｣ など､ 保育分野のみではなく､ 社会､ 経済学の分野
からも広く捉えられている｡
④ 子育て支援に関する施策は､ 歴史的な流れの中でその位
置づけを変化しており､ 数値化されてはいないが､ 研究分野
においても､ こうした影響を受けることが推測される｡
(２) ｢子育て支援｣ と ｢少子化対策｣ の関係
今まで､ 子育て支援に関する研究について､ キーワードに
よる検索結果と歴史的な視野をもとに考察してきた｡ その結
果､ 子育て支援に関する研究は､ 諸施策の歴史的な影響を受
けつつ､ 社会学や教育学の分野を中心に多様性を帯びて変化
してきていることが推測された｡
このような ｢子育て支援｣ と ｢少子化対策｣ の概念の関係
子育て支援に関する研究の動向と今後の課題
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このように近年の子育て支援に関する諸施策は､ 少子化現象の加速化によって､ 歴史的にもさまざまに変化してきた｡ そのため
｢子育て支援｣ という研究の概念も歴史的な影響を受けつつ研究者に用いられてきたのではないかと推測される｡ 本調査では､ ｢子育
て支援｣ ｢少子化対策｣ といったキーワードを同一概念として用いてきたが､ 本来は歴史的な流れの中でその意味も多様性を帯びて
用いられていると推測するのが妥当と思われる｡
表５－１ 近年の子育て支援関連施策 (９)
1990年 6月 厚生省統計情報部､ 前年 (1989年) の合計特殊出生率を発表： ｢1.57ショック｣
1990年 8月 内閣内政審議室に ｢健やかに子どもを生み育てる環境づくりに関する関係省庁連絡会議｣ 設置
(関係14省庁を集めて発足､ 現行施策などに関する報告書を提示)
1991年 1月 政策指針 ｢健やかに子どもを生み育てる環境づくりについて｣ とりまとめ
1991年 5月 児童手当法一部改正 (支給対象：第２子以降､ 義務教育就学前まで→第１子から､ ３歳未満)
1991年 5月 育児休業法成立 (1992年４月施行)
1992年11月 経済企画庁 『国民生活白書』 (1992年版) ： ｢少子社会の到来､ その影響と対応｣
1994年 4月 子どもの権利条約を批准 (子どもの最善の利益を図るなど､ 子どもの権利擁護をめざす)
1994年12月 ｢今後の子育て支援のための施策の基本的方向について (エンゼルプラン)｣ (文部､ 厚生､ 労働､ 建設４大臣合意) 策定
｢当面の緊急保育対策等を推進するための基本的考え方 (緊急保育対策等５カ年事業)｣ (大蔵､ 厚生､ 自治３大臣合意) 策定
1995年 4月 育児休業給付 (賃金の25％) 支給開始
1995年 6月 ｢児童計画策定指針について (地方版エンゼルプラン)｣ を通知 (厚生省から自治体に通知､ 各自治体に計画策定を求める)
1995年10月 育児・介護休業法施行
1997年 6月 児童福祉法等一部改正 (1998年４月施行)｡
1997年10月 人口問題審議会報告書 『少子化に関する基本的考え方について：人口減少社会､ 未来への責任と選択』
1998年 4月 改正児童福祉法施行 (以下３点を柱とする児童家庭福祉制度の見直し) ：①保育制度の見直し (保護者の保育所選択を可能に､
保育料負担方法の見直し､ 放課後児童健全育成事業の法制化など)､ ②児童自立支援施策の充実 (児童家庭センターなど相談・
支援施設の活動強化など)､ ③母子家庭支援策の見直し (母親の雇用促進を中心とした施策の実施) など
1998年 6月 厚生白書 (1998年版) ｢少子社会を考える：子供を産み育てることに ｢夢｣ を持てる社会を｣
1998年12月 総理大臣主宰 ｢少子化への対応を考える有識者会議｣､ ｢夢ある家庭づくりや子育てができる社会を築くために｣ 公表｡
1999年12月 少子化対策推進関係閣僚会議 ｢少子化対策推進基本方針｣ 発表 (｢有識者会議｣ の提言の趣旨
を踏まえ､ 政府が中長期的に進めるべき総合的な少子化対策の指針として策定)
1999年12月 ｢重点的に推進すべき少子化対策の具体的計画 (新エンゼルプラン)｣ ( ｢基本方針｣ に基づく
重点施策の具体的実施計画として､ 大蔵､ 文部､ 厚生､ 労働､ 建設､ 自治６大臣合意により策定)
2000年 6月 改正児童手当法施行 (支給対象を義務教育就学前まで延長
2000年11月 ｢健やか親子21検討会報告書：母子保健の2010年までの国民運動計画｣ 公表
2001年 1月 休業中の所得保障､ 休業前賃金の40％相当額を雇用保険から給付
2002年 9月 厚生労働大臣 ｢少子社会を考える懇談会｣ 懇談会､ 中間報告
2002年 9月 厚生労働省 ｢少子化対策プラスワン｣ 発表
2003年 7月 次世代育成支援対策推進法および児童福祉法改正法成立
2003年 7月 少子化社会対策基本法成立 (9月施行)
について､ 歴史的な変遷の中でその変化を捉えていくと､ 図
６－１のような構図になると考えられる｡
図の上部に示された ｢従来｣ とは､ 1990年代前半頃である｡
この時期の ｢少子化対策｣ は､ 少子化現象による子どもの減
少を止めることを主目的とする国の視点に立った施策であっ
たと推測され､ 具体的には､ 延長保育や乳児保育など､ 保育
対策が中心の施策であった｡ その場合､ 専業主婦を含めた子
育てに悩む親の側の視点は弱かったものと思われる｡
一方､ 図に示された ｢子育て支援｣ は､ それとは反対にす
べての親のニーズに対応した施策であると仮定すると､ 子育
て不安の軽減や､ 子どもを生み育てやすい社会など､ 親の視
点に立った支援であると思われる｡ 歴史的にも､ 当初は､ 図
の上部にみられるように､ 両者は､ 乖離していたと考えられ
る｡ ｢少子化対策｣ と ｢子育て支援｣ は､ ともに同じ ｢少子
化｣ という現象の枠の中の研究でありながら､ それぞれは別
の視点でしか捉えることができず､ それがますます少子化を
進めることになったとも考えられる｡
それに対して､ ｢現在｣ (2004年) にあたる図の下部では､
｢少子化対策｣ と ｢子育て支援｣ はともに重なる部分が多く
なっている｡ これは､ 現在の親の視点に立った ｢少子化対策｣
であり､ 歴史的な流れの中で､ ｢少子化対策｣ ｢子育て支援｣
｢次世代育成｣ とさまざまな名称に変化しているものの､ そ
の方向性は本来､ 支援を受ける側である子どもを持つ親のニー
ズに近づいてきているといえよう｡
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実際には､ ｢少子化対策｣ と ｢子育て支援｣ は､ 重複する
問題であり､ 両者を切り離して施策が展開することはあり得
ない｡ しかし､ 理念的には､ 両者は､ 区別可能なものである｡
こうした歴史的な傾向は､ 子育て支援に関する研究におい
ても同様に考えられる｡ 今後は､ こうした子育て支援に関す
る研究が､ 国政の課題と親のニーズの両方に応える形で進行
していくのが妥当であると思われる｡
(３) 今後の課題
政府の少子化対策や社会の動向による歴史的な経緯を反映
しつつも､ 子育て支援に関する研究は､ 実践的かつ急務な課
題を解決するものとして多くの研究がなされている｡
しかし､ 捉える課題の多様性から､ その研究領域も多様性
を帯びたものとなっている｡ そこで筆者は､ 多様性であるが
故に､ 以下のことを検討課題として取り上げたい｡
① 子育て支援の研究の多様性にも関わらず､ 多くの研究者
がそれぞれの狭い領域に留まっているために効果的な解決策
を見いだしにくくなっているのではないか｡ 子育て支援に関
する直接的な研究以外にも､ 近接する研究領域､ たとえば高
齢化の問題や地域福祉､ 経済支援の問題なども含めて広く研
究すべき課題ではないだろうか｡
② 子育ての現場において､ 子育て支援のネットワークが大
切であるとされているにも関わらず､ 研究者間でのネットワー
クはあまり見受けられない｡ 子育て支援の概念の多様性を捉
えるためにも､ 心理､ 経済､ 社会､ 保健などさまざまな領域､
専門分野から一つのテーマを検討し､ それを総合的に把握す
る研究がますます必要となっているのではないだろうか｡
③ 子育て支援に関する研究を総括してその概念や構造化を
図る試みがなされるべきではないだろうか｡ 子育て支援に関
する研究者の多くが実証的､ 即効的な研究課題に追われる中､
歴史的な動向の変化に捉われない基礎的な研究が必要ではな
いだろうか｡
今後の子育て支援に関する研究が､ 実りあるものとなるた
めにも､ これらの検討課題を解消していくことによって､ 諸
研究の方向性が明確化していくものと思われる｡
ちょうど､ 2004年５月に行われた日本保育学会第57回大
会における自主シンポジウムで ｢わが国の 『子育て支援』 は
進歩・進化しているのか？｣ という企画が久保田力らによっ
て打ち出された｡ 子育て支援の研究も同様に､ 新たな施策を
乗り越えて､ 先に進まなければならない時期に来ていると思
われる｡
今後は､ 各方面の研究者が､ 子育て支援の研究において､
自らの研究領域の垣根を越えて多面的なアプローチを試みる
ことが､ ますます重要になってくる｡ そして､ そのためには､
なによりも子育て支援の共通理解を得るための基礎的な研究
が必須のものとなるであろう｡
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